　　『脱ダム宣言』の今日と浅川ダム問題

                              山岸堅磐（信州の教育と自治研究所）

◇『脱ダム宣言』（2001年２月）は地球環境時代の宣言である。次の３点に注目したい

①　「数百億円を投じて建設されるコンクリートダムは看過し得ぬ負荷を地球環境へと

与えてしまう」。この提言は地球環境時代にふさわしいものとして県内ばかりでなく全国的にも共感を呼んでいる。

2 「ダム建設費全体の約８０％が国庫負担。然れど、国からの手厚い金銭的補助が保証されるから、との安易な理由でダム建設を選択すべきではない」。国は補助金で地方の大型公共事業を誘導し国、地方合わせて１０００兆円もの負債を積み上げ国民を苦しめてきた。脱ダム宣言は全国知事の中で始めて具体的に補助金システムにメスを入れたのである。

3 「縦しんば、河川改修費用がダム建設より多額になろうとしても、１００年、２００年先の我々の子孫に残す資産としての河川・湖沼の価値を重視したい。長期的視点に立てば、日本の背骨に位置し、数多の水源を擁する長野県に於いては出来る限り、コンクリートのダムを造るべきではない」。

８０年代県内各地で信州のかけがえのない水と緑を守ろうと水源地のゴルフ場建設阻止の住民運動が始まり、２０余のゴルフ場を阻止した、それでも「リゾート法」を追い風にゴルフ場建設は止むことはなかった。そこで水源保護条例の制定運動が開始され、短期間に法定署名数をはるかに上回る１２３，７００余筆の署名を前吉村知事に提出した。ところが吉村知事は長野県は水源県であるがゆえにゴルフ場などリゾート施設の禁止は産業発展に支障が生ずると反対の意見書を県議会に提出、議会でも否決されたが、住民側はたたかい続け遂に１９９２年全国初の水源条例「長野県水環境保全条例」が制定された。

　田中県政は吉村県政とは逆に長野県は水源県であるが故にコンクリートダムは造るべきではないと提言は革命的とさえ言えるであろう。

 　河川は単なる排水施設ではなく生態系を維持し、地球における物質循環の担い手であり、自然の恵みと災害の矛盾のなかで地域住民の暮らし文化の歴史を刻んできた存在である。

◇脱ダムネットワーク結成（０１年５月１２日、加盟団体６４）の背景

　「脱ダム宣言」は田中知事の英断ではあるが、突然の宣言というよりは信州の長い伝統的な住民による自然保護運動の上に花開いたものと私は受け止めている。

　　紙面の都合上私たち信州の教育と自治研究所が参加した自然環境運動を水源保護条例制定運動につけ加えて２，３あげてみよう

信州の環境を守る住民運動

◇1980年代初頭３年連続の千曲川、犀川、天竜川の大水害に際しその原因と防災対策を求め、私たちの研究所、県統一労組懇、県科学者会議共催で「千曲川水系、天竜川水系等防災研究シンポジュウム」を開き、コンクリートダムより緑のダムを柱とする提言をまとめ県当局に提出した。この運動の中で地元被災者同盟と共同した運動で信州新町の洪水被害は東京電力のダムによる堆砂と追い詰めかなりな補償をかちとることができた。

さらに鍋倉山ブナ林保護、志賀高原岩菅山の自然を長野冬季五輪開発から守る運動で長野県自然保護連盟とも共同し、ともに歴史的とも言える成果をおさめた。

脱ダムネット主催の「脱ダム宣言１周年記念集会」では「ダムは環境破壊、堆砂など副作用の多い劇薬である。安易に造るべきではない」大熊孝新潟大学工学部教授の記念講演も聴きダムなしの総合的治水の実現を確認しあった。 　

◇淺川ダム問題は県政の焦点

　　　２０００年６月、１５７０名で住民監査請求が却下されたため、９月２４４名の原告団による「淺川ダム公金差止住民民訴訟」となった。２０００年１１月田中知事は現地視察、交流会で浅川ダム中止を言明、その後「県治水・利水ダム等検討委員会」「淺川部会」開かれた。検討委員は２００２年６月、ダムなしの河川改修案を答申した。　　　　　　　

　　　再選された知事は０２年９月浅川ダム本体工事契約を解除した。したがって「浅川ダム建設阻止協議会」は訴訟をおろし「浅川・千曲川等治水対策会議」を立ち上げた。

　　県当局はその後浅川治水骨格案「河川改修８０％、流域整備２０％」案を示したが、基本高水毎秒４５０トンを維持する限り代替案は難しいのである。その後開かれた「浅川流域協議会」でもさすがにダム建設推進の意見は出なくなったが基本高水４５０トンで代替案を早急に作れの声は相相次いでいる、勿論ダム建設を求めての要求であることは間違いなかろう。

　　　「浅川・千曲川等治水対策会議」は先に要請書をまとめ鷲沢市長に懇談を申し入れたが断られ、しかたなく今年４月１３日「浅川お流域総合治水についての公開質問状」提出するにいたった。５月１８日、公開質問状についての回答が寄せられたが,説明責任を果たしたものでなく、６月２２日「鷲沢市長からの回答への抗議文」を発送した。

　　今日段階における浅川ダム問題と総合治水対策

1 最大の問題は市民の生命と財産を守る立場からの国民主権に基づく懇談を長野鷲沢市長が拒否した非民主的な姿勢である。国の河川審議会中間報告でも「河川整備計画の策定手続きにおいて、地域住民の意見を反映していくことを基本とすべき」と述べているのである。

2 鷲沢市長はダム予定地の地質上の危険性について何一つ説明していないことが市民の生命財産保全上問題なのである。

　　　　ダム予定地は６ヶ所２８９ヘクタールの地滑り指定地区で、近傍１．５キロメートルに善光寺地震震央が存在している。「長野県治水・利水ダム等検討委員会」は先の「浅川ダム等地すべり等技術検討委員会」の調査は不十分とし、ダムサイトの岩石中には地附山地滑りを引き起こした膨潤性粘土スメクタイトが含まれていると報告している。またダム湖を横断するFV断層は活断層であり、この断層帯は下流側の「長野盆地西縁活断層系」に続いていること、ダムを実施するにはF9断層と直上の線上凹地との関連について再調査を求めているのである。

◇ダムを造れば千曲川との関係でかえって内水災害が増大することにも答えていない。

「国土問題研究会』国・県のデーターをもとに調査した結果ダムが在る方が５７年型洪水で２５万トン、５８年型洪水で５４．７万トン余分に溢水量が増大したとした検証し、県当局は未だ反論がない。即ち浅川の堤防が千曲川本川の堤防より５メートルも低いので洪水時には水門を閉めてしまい、千曲川の水位が上がってくるとサイホン方式の排水機場の能力は衰退しやがて停止となる。従ってダムが在る方が下流域の内水災害を拡大してしまうのである。

◇過剰な基本高水問題

　治水計画の基本である基本高水をダム建設の根拠としているが、この基本高水があまりに過大なのである。０４年台風２３号ではほぼ１００年確率の雨量があったが富竹地点で実測された流量は基本高水流量毎秒２６０トンに対し毎秒４３．８トンで約６分のⅠであった。ダム地点で基本高水毎秒１３０トンに対し約６分の１から７分の１の毎秒１９．３トンであったのである。

鷲沢長野市長は基本高水４５０トンは安全上１トンたりとも引き下げることは出来ないとしているが、実は浅川流出解析で算出した基本高水は４４０．０６トンであったのであり、１０トン下駄を履かしているのである。

　　　県当局は現在河川整備計画に内水対策を盛り込み国の個々補助を受ける方針を固め国に

も働らきかけている。また「脱ダムネット」の要請を受け、基本高水を検証する『高水協議会』を立ち上げるとし、各流域協議会から応募を求めている、私たち『浅川。千曲川等治水対策会議』からは内山卓郎氏、中沢勇氏、武田けいこ氏と私が選ばれた。

　　　一方長沼地区の北陸新幹線車両基地に関して長沼地区と鉄建公団、長野県新幹線事務所長、長野市長と交わした『確認書』（平成５年４月２６日）では『浅川地区に建設予定の多目的ダムを新幹線の営業開始までに完成させること』としているのである。この吉村県政の負の遺産に固執している勢力もあり、さらに北陸新幹線の用地買収問題もからみ、その上既に述べたように鷲沢市長の姿勢もあり浅川ダム問題は依然として予断を許さぬ状況にある。

　　　しかし森林整備、遊水地の建設、公共施設、学校運動場・大型スーパーなどの駐車場の貯留施設化、千曲川下流部の狭窄部の解消、排水機場の能力アップなど我々が既に提案している浅川流域の総合治水対策の実現を目指して住民運動を強力に展開していかねばならないと決意しているところである。

特に森林整備ではオリンピック競技施設で成木５，５００本、浅川ダム関係で６７，０００本、京急ゴルフ場関係５８ヘクタールの伐採については早急に適地、樹種を選び復元植樹し森林の保水力を高めるべきである。

なお千曲川堤防の改修率は僅か５１％であることを踏まえた対策、異常気象による超過洪水対策も進めていかねばならない緊急な課題である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（浅川・千曲川等治水対策会議代表）

　　
